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水道事業 下水道事業

特集 ● 平成 28 年度 決算

旧
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
状
況
と
地
方
債
の
残
高

平
成
28
年
度
の
地
方
債
の
借
入

は
、
41
億
７
０
０
０
万
円
で
、
こ
の
内

21
億
７
２
０
０
万
円
が
旧
合
併
特
例
事

業
債
で
す
。
平
成
28
年
度
の
活
用
事
業

は
、
表
2
の
と
お
り
で
す
。
各
会
計
の

地
方
債
の
残
高
は
、
グ
ラ
フ
3
の
と
お

り
で
す
。
一
般
会
計
は
、
豊
科
公
民
館

大
規
模
改
修
等
の
事
業
完
了
に
よ
り
、

借
入
は
前
年
度
を
下
回
る
結
果
と
な
り

ま
し
た
。
下
水
道
事
業
会
計
は
、
償
還

が
進
み
、徐
々
に
減
っ
て
き
て
い
ま
す
。

特
別
会
計
等
の
決
算
状
況

一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
決

算
状
況
は
、
表
１
の
と
お
り
で
す
。

公
営
企
業
会
計

水
道
事
業
会
計
・
下
水
道
事
業
会
計

平
成
28
年
4
月
か
ら
、
下
水
道
事
業

も
地
方
公
営
企
業
と
し
て
の
会
計
処
理

を
行
い
、
初
め
て
の
決
算
と
な
り
ま
し

た
（
図
1
‐
1
、
1
‐
2
）。

水
道
、
下
水
道
事
業
は
、
皆
さ
ん

か
ら
い
た
だ
く
料
金
や
使
用
料
で
運
営

を
行
い
ま
す
が
、
各
事
業
黒
字
決
算

と
な
り
ま
し
た
。
水
道
事
業
の
黒
字

3
億
４
３
６
７
万
円
は
後
年
度
の
設
備

更
新
の
た
め
に
、
下
水
道
事
業
の
黒
字

4
億
８
１
７
２
万
円
は
企
業
債
償
還
の

た
め
に
積
み
立
て
ま
す
。

市
の
財
政
状
況
を
計
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」

自
治
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性
を
計

る
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比
率
に
は
、
図
2

に
示
し
た
4
つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
収
支
が
赤
字
と
な
っ
た
と
き

に
算
出
さ
れ
る
「
実
質
赤
字
比
率
」「
連

結
実
質
赤
字
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
市

は
黒
字
決
算
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
指

標
を
算
定
し
始
め
て
か
ら
赤
字
と
な
っ

た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
借
入
金
の
返
済
等
の
割
合
を

示
す
「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負

担
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
国
が
定
め
る

財
政
再
建
策
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
水
準
（
早
期
健
全
化
基
準
：
実

質
公
債
費
比
率
25
・
0
％
、
将
来
負
担

比
率
３
５
０
％
）
を
大
幅
に
下
回
る
比

率
を
維
持
し
て
い
ま
す
（
図
2
、
グ
ラ

フ
4
）。

な
お
、健
全
化
判
断
比
率
に
基
づ
き
、

一
般
会
計
に
関
わ
る
地
方
債
発
行
残

高
４
１
７
・
６
億
円
の
う
ち
、
市
の
実

質
的
負
担
額
を
試
算
す
る
と
、
約
34
・

9
億
円
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
各
指
標
等
か
ら
市
の
財
政

状
況
を
見
た
と
き
、
現
時
点
で
財
政
運

営
上
の
課
題
等
は
表
れ
て
い
ま
せ
ん
。

●一般会計および特別会計（表 1）

●旧合併特例事業債の活用状況（表２）

●地方債の残高（グラフ３）●財政の健全化判断比率（図２）

●健全化判断比率の推移（グラフ４）

●水道事業会計・下水道事業会計（図 1-1）

主な取り組み
〇上長尾配水池耐震工事・・・2億 520 万円
拠点配水池である上長尾配水池（三郷地域）
の建設工事（平成 29 年 12 月しゅん工予定）
〇老朽管布設替工事・・・2億 2,181 万円
経年劣化している水道管を耐震管へ布設替
えする工事
〇漏水調査・・・919 万円
有収率向上のため、穂高・明科・三郷地域
での実施

主な取り組み
〇特定環境保全公共下水道事業・1億5,227万円
穂高有明・牧地域の下水道整備工事
〇流域下水道事業・・・8,792 万円
終末処理場（アクアピア）の施設更新費用の
一部負担金
〇防災対策事業・・・184 万円
災害などに備え、非常用発電機２台購入

水道料金　17 億 5,069 万円 一般会計繰入金など　27 億 1,467 万円

建設改良費　5億 5,898 万円 企業債償還金　7億 7,893 万円 企業債償還金　21 億 3,595 万円

不足額　12 億 7,343 万円

減価償却費　10 億 8,131 万円

不足額　14 億 6,522 万円

収益的収支（税抜き）

資本的収支（税込み）

１年間の経営成績を明らかにします。収入と支出の差引から利益が計算されます。

施設を建設・更新するための支出と、その財源となる収入等を示します。

●収入　22億 638 万円

●収入　6,448 万円 ●収入　9億 5,411 万円

●支出　24 億 1,933 万円●支出　13 億 3,791 万円

●支出　18 億 6,271 万円 ●支出　37 億 9,321 万円

●収入　42 億 7,493 万円
下水道使用料　15 億 6,026 万円

維持管理経費　6億 764 万円　　借入金の利息　1億 7,376 万円

加入分担金　6,448 万円

維持管理経費　11 億 901 万円　　　借入金の利息　7億 2,995 万円

企業債　2億 2,350 万円

建設改良費　2億 8,338 万円　

一般会計繰入金　5億 6,802 万円

純利益　3億 4,367 万円

不足額は損益勘定留保資金（※）などで補いました
不足額は損益勘定留保資金などで補いました

受益者負担金など　1億 6,259 万円

減価償却費　19 億 5,425 万円　　純利益　4億 8,172 万円

その他収入　4億 5,569 万円

※損益勘定留保資金・・・施設の減価償却費など現金の支出を必要としない企業内部で留保される資金

会計名 最終予
算　額

決算時の
予算現額 決算額 予算現額に

対する増減

一般会計
41,167 41,689 歳入 41,632 △ 57

歳出 40,927 762

特
別
会
計

国民健康保険特別会計
12,331 12,331 歳入 12,355 24

歳出 11,877 454

後期高齢者医療特別会計
1,049 1,049 歳入 1,052 3

歳出 1,031 18

介護保険特別会計
8,681 8,681 歳入 8,685 4

歳出 8,545 136

上川手山林財産区特別会計
3 3 歳入 3 0

歳出 2 1

北の沢山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 1 0

有明山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

富士尾沢山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

穂高山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

産業団地造成事業特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 1 0

観光宿泊施設特別会計
29 29 歳入 29 0

歳出 29 0

合計
63,264 63,787 歳入 63,761 △ 26

歳出 62,413 1,374

※決算額については、単位未満四捨五入しています。
※決算時の予算現額とは、当該年度の予算に前年度からの繰越明許費繰越額および事故繰越し繰越

額を加えたものになります。

平成 28 年度
合併特例債　計 2,171.9 
地域振興基金積立金 190.0 
庁舎建設事業（穂高支所） 296.2 
保育所建設事業（アルプス） 209.0 
保育所建設事業（明科南） 106.9 
保育所建設事業（三郷北部） 80.7 
保育所建設事業（たつみ） 30.7 
しゃくなげの湯整備事業 714.9 
市道新設改良 22.4 
豊科支所跡地整備事業 127.1 
三郷交流学習センター建設事業 394.0 

普通会計 下水会計 農集排会計 水道事業会計 全会計合計 臨時財政対策債
※H28~ 下水会計に含む
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健
全
財
政

財
政
悪
化

早期健全化基準（※1） 財政再生基準（※2）

①実質赤字比率
　普通会計の赤字割合

③実質公債費比率
　年間の借入金返済額の割合

②連結実質赤字比率
　一般会計、特別会計、企業会
　計の全ての会計の赤字割合

④将来負担比率
　将来負担が見込まれる負債
　の割合

（※１）早期健全化基準を 1項目でも上回った場合は、改善に係る個別の事項について、外部
監査を受けなければなりません。

（※２）財政再生基準を 1項目でも上回った場合は、議会の議決を経て財政再生計画を定め、
総務大臣の同意を得なければ、一部を除き地方債を借りることができなくなるなど、
国の管理下のもと財政の健全化が厳しく求められることになります。

健全段階 早期健全化段階 再生段階
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（図 1-2） 下水道事業水道事業


